
和歌山県サービス管理責任者等研修事業実施要綱 

 

 

（趣旨） 

第１ この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号）及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の適切かつ円滑な運営に資するため、サ

ービスや支援の質の確保に必要な知識、技術を有し個々の利用者について初期状態の把握（アセ

スメント）や個別支援計画の作成、定期的な評価等（モニタリング）などの一連のサービス提供プロセ

ス全般の責任を担うサービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者（以下「サービス管理責任者

等」という。）を養成する和歌山県サービス管理責任者等研修事業（以下「本事業」という。）の実施に

関し、サービス管理責任者研修事業実施要綱（平成１８年８月３０日付け障発第０８３０００４号厚生労

働省社会・援護局障害福祉部長通知。以下「国要綱」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

 

（実施主体） 

第２ 本事業の実施主体は、県又は国要綱９の規定による知事の指定を受けた研修事業者（以下「指定

研修事業者」という。）とする。 

２ 前項の実施主体が県である場合において、知事は、本事業の一部又は全部を適当と認める

講習機関等に委託して実施することができるものとする。 

３ 前二項の実施主体が指定研修事業者である場合において、指定研修事業者は、受講者の保護

のためやむを得ない場合を除き、本事業の一部又は全部を委託してはならないものとする。 

 

（研修の課程等） 

第３ 研修の課程及び内容は別表のとおりとし、各研修の開講期間は原則として４か月以内とする。

ただし、必要に応じて時間数を延長することや必要な科目を追加することも差し支えないものとす

る。 

 

（受講対象者） 

第４ 受講対象者は、国要綱に基づき、次に掲げるものとする。 

（１） サービス管理責任者基礎研修受講対象者は国要綱３（１）①、児童発達支援管理責任者基礎

研修受講対象者は要綱４（１）①に掲げるものとする。 

（２） サービス管理責任者実践研修受講対象者は国要綱３（２）①、児童発達支援管理責任者実践

研修受講対象者は要綱４（２）①に掲げるものとする。 

（３） サービス管理責任者更新研修受講対象者は国要綱３（３）①、児童発達支援管理責任者更新

研修受講対象者は要綱４（３）①に掲げるものとする。 

 

（研修科目の免除等） 

第５ 相談支援従事者（初任者又は補完）研修（これに相当する研修を含む。）を修了した者について、

サービス管理責任者基礎研修又は児童発達支援管理責任者基礎研修のうち、相談支援従事者初

任者研修（講義部分）の受講を免除することができる。 

 

（修了証書等の交付） 

第６ 本事業の実施主体が県である場合において、本事業の研修カリキュラムを修了した者（以下「研

修修了者」という。）に対して交付する修了証書は、別紙１の様式によるものとする。 

２ 本事業の実施主体が指定研修事業者である場合において、研修修了者に対して交付する修

了証書は、別紙２の様式によるものとする。 

３ 本事業の実施主体は、修了証書を紛失した研修修了者から、過去に実施した研修を修了した事

実を証明する求めがあり、事実と認められる場合は、当該事実を証明する書面を交付するものとす

る。 

 

（修了者名簿等の管理） 

第７ 指定研修事業者は、研修修了者について、修了した研修の名称、修了証書番号、修了年月日、

氏名及び生年月日等必要事項を記載した名簿を作成し、個人情報として十分な注意を払った上で管

理するとともに、作成後遅滞なくこれを知事に提出するものとする。 

２ 知事は、研修修了者について、修了した研修の名称、修了証書番号、修了年月日、氏名及び生

年月日等必要事項を記載した名簿を作成するとともに、前項の規定により指定研修事業者から提

出させた名簿と併せて、個人情報として十分な注意を払った上で県の責任において一元的に管理



するものとする。 

３ 本事業に関する書類は、当該研修が終了した日の属する年度の翌年度から５年度保存するも

のとする。ただし、修了者名簿については永年保存とする。 

 

（研修事業者の指定） 

第８ 国要綱９の規定による研修事業者の指定は、その指定を受けようとする者の申請により、知事

が行うものとし、指定の要件及び申請手続等に関して必要な事項は別に定める。 

 

（留意事項） 

第９ テキストに加え、副読本の活用や視聴覚教材の活用等を図ること。 

２ 研修の時間帯、曜日については、地域の実情に応じて受講者が受講しやすいよう適宜配慮をす

ること。また、必ずしも連続して行う必要はなく、カリキュラムに関しては適宜分割するなどして、幅

広に受講できるよう配慮することは差し支えない。 

３ 演習におけるロールプレイ等については、見学のみで修了とすることがないこと。 

４ 実習を行う場合は、実習施設の機能や役割、各実習の目的及び実習においての注意事項等

について、あらかじめオリエンテーションを実施すること。 

５ 本事業の実施主体が指定研修事業者である場合においては、研修内容についてあらかじめ

知事と協議することとし、指示があった場合は応じること。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年３月10日から施行する。 



別表 

 

１ サービス管理責任者研修 

研修課程 研修の内容 

サービス管理責任者基礎研修 国要綱別表１に定める標準カリキュラム 

以上の内容で実施する。 

サービス管理責任者実践研修 国要綱別表２に定める標準カリキュラム 

以上の内容で実施する。 

サービス管理責任者更新研修 国要綱別表３に定める標準カリキュラム 

以上の内容で実施する。 

サービス管理責任者専門コース別研修 国要綱別表４に定める標準カリキュラム 

以上の内容で実施する。 

※  サービス管理責任者基礎研修については、相談支援従事者初任者研修（講義部分。相談支

援従事者研修事業実施要綱（平成１８年４月２１日付け障第発０４２１００１号厚生労働省社会・援

護局障害福祉部長通知）別表１に定める標準カリキュラム（１から３の講義１１時間）以上の内容

で実施するもの。）を追加して、一体的に実施することができる。 

 

２ 児童発達支援管理責任者研修 

研修課程 研修カリキュラム 

児童発達支援管理責任者基礎研修 国要綱別表５に定める標準カリキュラム 

以上の内容で実施する。 

児童発達支援管理責任者実践研修 国要綱別表６に定める標準カリキュラム 

以上の内容で実施する。 

児童発達支援管理責任者更新研修 国要綱別表７に定める標準カリキュラム 

以上の内容で実施する。 

児童発達支援管理責任者専門コース別研修 国要綱別表８に定める標準カリキュラム 

以上の内容で実施する。 

※  児童発達支援管理責任者基礎研修については、相談支援従事者初任者研修（講義部分。相

談支援従事者研修事業実施要綱（平成１８年４月２１日付け障第発０４２１００１号厚生労働省社

会・援護局障害福祉部長通知）別表１に定める標準カリキュラム（１から３の講義１１時間）以上の

内容で実施するもの。）を追加して、一体的に実施することができる。 



第　　　　　　　号

修　　了　　証　　書

　　　　　　　　　氏　　名

　　　　　　　　　生年月日

あなたは、厚生労働省の定めるサービス管理責任者○

○研修及びこども家庭庁の定める児童発達支援管理責任

者〇〇研修を修了したことを証します

　　令和　年　月　日

和歌山県知事　　〇〇　〇〇

（別紙１）



第　　　　　　　号

修　　了　　証　　書

　　　　　　　　　氏　　名

　　　　　　　　　生年月日

あなたは、当該研修事業者が和歌山県知事の指定を受

けて行う厚生労働省が定めるサービス管理責任者〇〇研

修及びこども家庭庁の定める児童発達支援管理責任者〇

〇研修を修了したことを証します

　　令和　年　月　日

（指定された事業所名）

代表　〇〇　〇〇

（別紙２）


